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別添（別記様式第２号） 

浜の活力再生広域プラン 

令和３～７年度 

（第２期） 

１ 広域水産業再生委員会 

広域委員会の

構成員 

宮城県沖合底びき網漁業再生委員会 

宮城県近海底曳網漁業再生委員会 

宮城県 

オブザーバー

対象となる地

域の範囲及び

漁業の種類 

対象地域：石巻市，塩竈市，女川町 

漁業種類：沖合底びき網漁業 

対象となる漁業者数：２５経営体（２７隻） 

105 トン型沖合底びき網漁船 ４隻 

82 トン型沖合底びき網漁船 １隻 

75 トン型沖合底びき網漁船 ２隻 

65 トン型沖合底びき網漁船 ５隻 

19 トン型沖合底びき網漁業 １１隻 

15 トン未満小型機船底曵網漁業 ４隻 

２ 地域の現状 

（１）地域の水産業を取り巻く現状等

（地域の水産業の現況） 

本県沖合は，親潮と黒潮が交差する世界３大漁場として有名な生産性の高い海域であり，

多種多様な漁業が営まれている。小型機船底びき網漁業及び沖合底びき網漁業は，１そう曳

きによる板曳き（トロール）漁法によって，底魚のタラ類，ヒラメ・カレイ類をはじめ，イ

カ，エビ，カニ類などを漁獲しており，主に石巻魚市場，女川魚市場，塩釜魚市場へ水揚げ

している。これら３魚市場における小型底曳き網漁船及び沖合底びき網漁船の令和元年度に

おける水揚げは，水揚数量が３万８百トン・水揚金額が４５億円，３魚市場全体における割

合は水揚量で１１％・水揚金額で１５％を占めており，当該地域の重要な漁業の一翼を担っ
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ている。底びき網漁船で漁獲された水揚物は，鮮魚出荷のみならず水産加工原料（冷凍原魚，

すり身用原魚が中心）として活用されており，水産加工業が盛んな石巻，女川，塩竈といっ

た水産都市にとって欠かせない位置づけとなっている。特に，東日本大震災によって被災し

た水産加工会社は施設の復旧を果たしたものの，販路回復の遅れや海洋環境の変化によって

扱い馴れたサンマやシロサケ等の冷水性魚種が減少する一方で，馴染みの薄いサワラやタチ

ウオ等の暖水性魚種が増加、水揚量の減少などにより厳しい経営状態にある事から，地先の

水産物の安定的な供給を望む声は大きい。しかしながら，本県の沖合底びき網漁業者及び一

部の小型機船底びき網漁業者が所属する宮城県沖合底びき網漁業組合と宮城県近海底曳網

漁業組合の組合員数は減少傾向にあり，漁獲能力に直結する漁船隻数は平成１２年の４１隻

から令和元年は２７隻まで減少している。加えて，震災前に沖合底びき網漁船が操業してい

た宮城県と福島県との正東線以南の海域について，東京電力福島第一原子力発電所事故の影

響によって操業を自粛しているため，操業区域が宮城県沖合海域に限られていることで，漁

場の競合や本県沿岸域の水産資源に対する漁獲圧の増加が課題となっている。 

（新規漁業就業者の確保） 

本県の底びき網漁業の担い手については，代船建造時に居住性向上のための増トンを行う

など，大型の沖合底びき網漁船では労働環境の改善が進んでおり，乗組員の確保は比較的順

調に進んでいる。一方で，小型底びき網漁船や１９トン型沖合底びき網漁船においては乗組

員確保に苦戦しており，乗組員不足と高齢化の傾向が見られる。このため，県内の小型底び

き網漁船や１９トン型沖合底びき網漁船においては、令和２年度３月時点で技能実習生４７

人を受け入れていたが、新型コロナウイルス感染症の流行拡大に伴い入国規制等が行われた

ことから、令和２年１１月現在では技能実習生数は２９人まで減少しており、操業に支障を

きたしている。これらの漁船が、将来にわたって持続的かつ安定した操業を行っていくため

には，中核的な担い手となる新規漁業就業者の確保・育成が急務となっている。 

（２）その他の関連する現状等

 令和３年に開催予定の東京オリンピックでは，選手村等で提供される食材については持続可能

性に配慮して調達されたものを使用することとされており，水産物に関しては科学的な知見に基

づく資源管理や漁場管理の下で生態系の保存に配慮して生産されたものであることが求められ

ている。既に本県でも，ＭＳＣやＡＳＣ認証を取得した水産物が生産されているものの，国民的

なイベントである東京オリンピックにて，持続可能性に配慮した食材の重要性が取り上げられる

ことによって，水産エコラベルに対する一般国民の認知度も向上すると考えられる。 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う経済活動の停滞が影響して，飲食店や観光業などを中

心に失業者が増加している。宮城県における有効求人倍率（季節調整値）は，令和２年９月分が

１．１４であり，１年前の令和元年９月分の１．６１から大幅に低下していることからも，求職
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者が増えていることが窺える。また，人口の集中する都心部を中心に感染が拡大していることも

あり，地方への移住が注目されており，担い手不足に悩む水産業界にとっては新規漁業就業者の

確保に取り組む好機となっている。 

消費者の食生活も変化してきており，外食を控え，家庭内で内食・中食を選ぶ人が増えている。

これに伴い，飲食店を中心に需要の高い活魚や鮮魚の売れ行きが不振となる一方，保存期間が長

いものや高付加価値な水産加工品などの売れ行きは好調な傾向にある。 

３ 競争力強化の取組方針 

（１） 機能再編・地域活性化に関する基本方針

① 前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）
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② 今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

１．協調した資源管理の実施 

 宮城県沖合底曳き網漁協は，福島県漁業関係者等と協議を行い，適切なルールの下，福

島県沖合漁場の一部で試験的に操業を再開する。これによって，第１期広域浜プランよ

り操業可能な海域は広がるため，宮城県沖合漁場における漁獲圧の集中が緩和されるこ

とになる。また、福島県沖合海域の操業に併せて漁場のガレキ回収にも取り組む。

 特に，資源が減少傾向にあるマダラについては，宮城県沖合底びき網漁協所属船と宮城県

近海底曳き網漁協所属船が協調して，小型魚が多く分布する漁場における操業回避等に努

めることで，小型魚の保護を効果的に取り組む。

 ＴＡＣ管理されている魚種については，割当られた漁獲量上限に近づいた場合，宮城県沖合

底びき網漁協と宮城県近海底曳網漁協間等で随時連絡をとりながら，各所属船の１日当たり

の漁獲上限を決めて，公平な操業体制を維持しつつ，割当漁獲上限枠の厳守を行う。

２．漁獲情報の迅速な共有による水産加工業の操業効率化 

 地域の水産加工業にとって，底びき網漁業による水揚げは重要な原料供給元となっている

が，漁船が帰港する夕方まで水揚げ量が分からないため，翌日の生産計画が立てにくいとい

う課題がある。そこで，操業中の漁獲状況を漁業者から買い受け人にリアルタイムで提供す

る体制を構築する。このことにより、水産加工会社は翌日の水揚げ量が把握でき，効率的な

操業計画を立てることが可能となる。これにより水産加工会社の計画生産と経営の効率化が

期待され，ひいては水揚げ物の安定的な価格形成が期待される。

３．漁獲物の高鮮度化と衛生管理の徹底 

 水揚げまでの鮮度保持体制を強化するために，新たに建造する１９トン以上の新造船には海

水冷却装置の設置することとし，底引き網漁船全体における同装置の設置率を向上する。ま

た，１５トン未満船についても出港時に十分な氷を積み込み，漁獲物の鮮度保持に努める。 

 水揚げ後の保冷にナノバブル低酸素海水及び氷を使用する漁船を増やして，翌日の競り売り
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まで高鮮度な状態を維持する。 

 高度型衛生管理型魚市場として復旧した各魚市場が定める水揚げ時の衛生管理ルールを遵

守・徹底することで，漁獲物の高度衛生化を図る。

４．未利用・低利用魚を含む底物の活用 

 第１期広域プランでは漁獲された未利用・低利用魚について，「深海魚」という切り口で多

獲性魚類と差別化を図り，付加価値を付けるために成分分析や試食会などを行い，基礎情報

の整理と有望な対象種の絞り込みを行った。

 今期の広域プランでは，未利用・低利用魚の対象種をカナガシラ・ナガヅカ・アカドンコ・

オニヒゲに絞り込んだ上で，これらを含む底物の消費拡大に取り組む。特に，カナガシラは

比較的安定して漁獲されるが，沖合底びき網漁船では未選別でスカイタンク１槽単位の大ロ

ットで水揚げするため，大量加工できる水産加工会社しか購入せず，加工原料としか利用さ

れないことから，消費者の認知度も上がらない原因となっている。そこで，小売店や飲食店

への販売ルートを持つ小規模買い受け人と連携して，加工原料以外にも流通する体制を構築

し，単価及び収益の向上を図る。 

 また，地域内で魚食普及活動を行う市民団体に未利用・低利用魚を提供するなど，様々なチ 

ャンネルを利用して認知度向上を図る。

５．計画的な代船建造等による省エネ・省コスト化 

 がんばる漁業復興支援事業や水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業，競争力強化型機器等

導入緊急対策事業等を活用して，老朽化した船の代船建造や漁労設備の更新を図り，省エ

ネ・省コスト化を進める。

（２） 中核的担い手の育成に関する基本方針

① 前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）
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② 今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

１．新規漁業就業者等の確保 

 依然として，漁業就業者の高齢化と減少傾向は続いていることから，引き続き国や県・市町村

などの担い手施策を活用して，新規漁業就業者の確保に努める。特に，技能実習生への依存が高

かった小型底びき網漁船や１９トン型沖合底びき網漁船では，新型コロナウイルス感染症拡大の

影響による技能実習生の入国制限によって乗組員不足が顕在化したことから，日本人船員確保の

重要性が改めて認識されたところである。このため国や県，市町の実施する新規漁業就業者確保

対策を積極的に活用して求人情報の発信強化等の取組を行う。 

２．中核的担い手の育成・強化 

 漁業者は，漁協や県・市町村等が開催する浜間連携のための交流会や幹部船員育成を目的とし

た漁労技術習得のための研修，異業種連携の推進や資源管理等に関する勉強会等に積極的に参加

し，浜の将来を担う漁業者となるべく資質の向上に努める。この中で，特に漁業経営の改善・向

上に意欲のある者を「中核的担い手」として認定し，漁船の更新等を支援する。 

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

次の措置に取り組むことにより，漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保が確保され

る。 

①ＴＡＣ協定に基づく県別割当（スルメイカ・スケトウダラ等）の遵守

②県の資源管理指針の遵守による漁獲資源の維持・管理

③漁業者の自主ルールによる漁獲量・漁獲サイズ等の制限

（４）具体的な取組内容（年度ごとに数値目標とともに記載）

１年目（令和３年度） 

取組内容 （１）機能再編・地域活性化に関する取組

１．協調した資源管理の実施 

 宮城県沖合底曳き網漁協は，福島県沖合海域の再開発に向け，福島県の漁

業関係者と操業や水揚げ，検査体制に係る協議を実施の上，福島県沖合海

域と宮城県沿岸及び沖合海域においてグループ輪番操業を開始する。宮城

県近海底曳き網漁協所属船は，宮城県沿岸域における操業グループと情報

共有をしながら，過度な漁場の重複による漁獲圧の集中を回避するように

努める。

 宮城県沖合底びき網漁協所属船と宮城県近海底曳き網漁協所属船とも

に，マダラ小型魚が多く分布する漁場における操業回避に努めることで，

マダラ小型魚の保護を効果的に取り組む。特に，操業可能区域の広い沖合

底曳き網漁協所属船では，２５ｃｍ未満の小型魚の水揚げ１０％削減に取
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り組む。 

 ＴＡＣ管理魚種については，宮城県沖合底びき網漁業協同組合と宮城

県近海底曳網漁業協同組合間等で，適宜，漁獲情報を共有しながら，必

要に応じて 1日あたりの漁獲量を協議する等の対策を講じることで漁獲枠

の遵守を徹底する。

２．漁獲情報の迅速な共有による水産加工業の生産効率化 

 宮城県沖合底引き網漁業協同組合が事務局となり，操業中の所属船から２

回目網揚げ終了後の漁獲情報を取りまとめ，１３時頃を目安に買受人組合

に情報提供を行う。買受人組合は，組合員の翌日の生産計画の検討材料と

活用してもらうよう、速やかに漁獲情報を周知する。

 情報提供体制の運用上の課題等が発生した場合，宮城県沖合底引き網漁業

協同組合と買受人による打ち合わせ会を開催して，随時，改善を行う。

３．漁獲物の高鮮度化と衛生管理の徹底 

 漁船リース事業を活用して建造する新造船に，魚艙海水冷却装置を装備す

るとともに，ナノバブル低酸素海水・氷の使用船隻数を増やし，漁獲物の

高鮮度化を進める。

 キチジ，ヤリイカ等一部の高単価で取引される漁獲物は，下氷を施した発

泡スチロール箱に入れて水揚げし，高鮮度で出荷する。

 漁獲物の衛生管理を徹底するため，各魚市場で定める高度衛生型管理の運

用ルールを順守する。

（石巻魚市場の例） 

閉鎖式荷捌き施設内で選別，陳列，販売まで行う。

荷揚げ岸壁から閉鎖式荷捌き施設内への入荷時や，施設内での選別シ

ートに上がる際には，電解次亜塩素海水シャワーによる足元洗浄を

徹底する。 

使用後のシートや魚箱等の資材も電解次亜塩素海水を用いて，随時殺

菌処理する。

４．未利用・低利用魚の活用 

 カナガシラについて，２５ｃｍ以上の大サイズを船上で選別して，タル詰

めによる水揚げを行う。その後，補助事業等を活用し，石巻市買受人組合

青年部を通じて，県内の小売店や飲食店に無償サンプルの配布を行うとと

もに，食材としての魅力や調理方法，成分特徴等のＰＲ活動等を行い，認

知度の向上を図る。
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 ナガヅカやアカドンコ等についても，試験的に地元飲食店に対して無償サ

ンプルの配布を行い，食材としての評価や取り扱う際の課題等を調べる。

 魚食普及活動を行う市民団体と連携して，一般消費者を対象とした未利

用・低利用魚の試食会を開催する。これらの活動を通して，広く県内の消

費者に対して，地元には多くの未利用・低利用魚が水揚げされていること

を知ってもらい，未利用・低利用魚を使った地域興しの機運醸成を図る。

５．計画的な代船建造等による省エネ・省コスト化 

 第１期広域プラン期間中に建造された新造船７隻（１０５トン型沖合底引

き網漁船４隻，１９トン型沖合底曳き網漁船３隻）に加え，新たに１９ト

ン型沖合底曳き網漁船が１隻建造されて操業を開始することで，所属船の

省エネ・省コスト化を進める。 

（２）中核的担い手の育成に関する取組

１．新規漁業就業者等の確保 

 全国漁業就業者確保育成センターや宮城県漁業就業者確保育成センターの

ＨＰへの求人情報の掲載や各種就職説明会に参加する等して，新規漁業就

業者の確保に努める。

２．中核的担い手の育成・強化 

 漁協や県は，青年・女性漁業者交流大会や漁業士養成講座，資源管理に関

する勉強会，船舶職員技能講習支援事業などの学びの場を提供し，中核的

担い手を目指す漁業者はこれらの機会を活用して，資質の向上に努める。

 広域再生委員会は，中核的担い手が必要とする漁船・漁具等の確保に当た

り，水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業の活用を支援することにより，

漁船の更新を促す。

活用する支援

措置等 

がんばる漁業復興支援事業（国） 

水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 

経営体育成総合支援事業（国） 

広域浜プラン実証調査事業（国） 

２年目（令和４年度） 
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取組内容 １．協調した資源管理の実施 

 前年度の福島県沖合海域における操業内容について，福島県漁業関係者等

と協議を行いながら，課題があれば適宜改善しながら，沖合海域と宮城県

沿岸及び沖合海域においてグループ輪番操業を継続する。宮城県近海底曳

き網漁協所属船は，宮城県沿岸域における操業グループと情報共有をしな

がら，過度な漁場の重複による漁獲圧の集中を回避するように努める。

 マダラ小型魚が多く分布する漁場における操業回避に努め，小型魚の保護

を効果的に取り組む。

 ＴＡＣ管理魚種については，宮城県沖合底びき網漁業協同組合と宮城

県近海底曳網漁業協同組合間等で，適宜，漁獲情報を共有しながら，必

要に応じて 1日あたりの漁獲量を協議する等の対策を講じることで漁獲枠

の遵守を徹底する。

２．漁獲情報の迅速な共有による水産加工業の生産効率化 

 漁獲情報の提供体制や内容について，必要な改善を図りながら，引き続き

情報提供を行う。また，宮城県近海底びき網漁業協同組合についても，宮

城県沖合底引き網漁業協同組合の実施例を参考に，取組みへの参加の可能

性を検討する。

 宮城県沖合底引き網漁業協同組合と買受人による打ち合わせ会を継続し，

漁獲情報の共有以外にも漁業者と水産加工会社や流通業者が連携して，地

域の生産性を高めるための取組について，意見交換を行う。

３．漁獲物の高鮮度化と衛生管理の徹底 

 漁船リース事業を活用して建造する新造船に，魚艙海水冷却装置を装備す

るとともに，ナノバブル低酸素海水・氷の使用船隻数を増やし，漁獲物の

高鮮度化を進める。

 キチジ，ヤリイカ等一部の高単価で取引される漁獲物は，下氷を施した発

泡スチロール箱に入れて水揚げし，高鮮度で出荷する。

 漁獲物の衛生管理を徹底するため，各魚市場で定める高度衛生型管理の運

用ルールを順守する。

４．未利用・低利用魚を含む底物の活用 

 大サイズ（２５ｃｍ以上）カナガシラのタル詰めによる小ロット水揚げ及

び食材としての魅力に関するＰＲ活動を継続し，小売店や飲食店での流通

拡大を図る。

 前年度に実施したナガヅカやアカドンコなどの店頭調査結果を基に，地元

飲食店向けに試験販売を行って評価と課題を調べる。
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 魚食普及活動を行う市民団体等と連携して，一般消費者を対象とした未利

用・低利用魚の試食会などを継続する。これらの活動を通して，広く県内

の消費者に対して，地元には未利用・低利用魚を含め多くの底物が水揚げ

されていることを知ってもらい，これらの魚を使った地域興しの機運醸成

を図る。

５．計画的な代船建造等による省エネ・省コスト化 

 新たに１９トン型沖合底曳き網漁船が１隻建造され，延べ９隻の新造船が

操業することで，所属船の省エネ・省コスト化が進める。

（２）中核的担い手の育成に関する取組

１．新規漁業就業者等の確保 

 全国漁業就業者確保育成センターや宮城県漁業就業者確保育成センターの

ＨＰへの求人情報の掲載や各種就職説明会に参加する等して，新規漁業就

業者の確保に努める。

２．中核的担い手の育成・強化 

 漁協や県は，青年・女性漁業者交流大会や漁業士養成講座，資源管理に関

する勉強会，船舶職員技能講習支援事業などの学びの場を提供し，中核的

担い手を目指す漁業者はこれらの機会を活用して，資質の向上に努める

 広域再生委員会は，中核的担い手が必要とする漁船・漁具等の確保に当た

り，水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業の活用を支援することにより，

漁船の更新を促す。

活用する支援

措置等 

がんばる漁業復興支援事業（国） 

水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 

経営体育成総合支援事業（国） 

広域浜プラン実証調査事業（国） 

３年目（令和５年度） 

取組内容 １．協調した資源管理の実施 

 福島県漁業関係者等と協議を行い，課題があれば適宜改善しながら，沖合

海域と宮城県沿岸及び沖合海域においてグループ輪番操業を継続する。宮

城県近海底曳き網漁協所属船は，宮城県沿岸域における操業グループと情

報共有をしながら，過度な漁場の重複による漁獲圧の集中を回避するよう

に努める。
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 マダラ小型魚が多く分布する漁場における操業回避に努め，小型魚の保護

を効果的に取り組む。

 ＴＡＣ管理魚種については，宮城県沖合底びき網漁業協同組合と宮城

県近海底曳網漁業協同組合間等で，適宜，漁獲情報を共有しながら，必

要に応じて 1日あたりの漁獲量を協議する等の対策を講じることで漁獲枠

の遵守を徹底する。

２．漁獲情報の迅速な共有による水産加工業の生産効率化 

 漁獲情報の提供体制や内容について，必要な改善を図りながら，引き続き

情報提供を行う。また，宮城県近海底びき網漁業協同組合についても，宮

城県沖合底引き網漁業協同組合の実施例を参考に，取組みへの参加の可能

性を検討する。

 宮城県沖合底引き網漁業協同組合と買受人による打ち合わせ会を継続し，

漁獲情報の共有以外にも漁業者と水産加工会社や流通業者が連携して，地

域の生産性を高めるための取組について，意見交換を行う。

３．漁獲物の高鮮度化と衛生管理の徹底 

 新たに建造を計画する漁船には，魚艙海水冷却装置の設置を標準とする。

また，ナノバブル低酸素海水・氷の使用船隻数を増やし，漁獲物の高鮮度

化を進める。

 キチジ，ヤリイカ等一部の高単価で取引される漁獲物は，下氷を施した発

泡スチロール箱に入れて水揚げし，高鮮度で出荷する。

 漁獲物の衛生管理を徹底するため，各魚市場で定める高度衛生型管理の運

用ルールを順守する。

４．未利用・低利用魚を含む底物の活用 

 大サイズ（２５ｃｍ以上）カナガシラのタル詰めによる小ロット水揚げ及

び食材としての魅力に関するＰＲ活動を継続し，小売店や飲食店での流通

拡大を図る。

 ナガヅカやアカドンコについては，前年度に明らかになった課題を整理し

ながら流通量を徐々に増やす。

 市民団体等と連携した未利用・低利用魚を含む底物の普及活動を継続する。 

５．計画的な代船建造等による省エネ・省コスト化 

 新造船の操業経費を分析して，省エネ・省コスト化による経営改善効果を

明らかにすることで，今後の新造船建造の際の参考情報として活用し，省

エネ・省コスト船の導入を進める。
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（２）中核的担い手の育成に関する取組

１．新規漁業就業者等の確保 

 全国漁業就業者確保育成センターや宮城県漁業就業者確保育成センターの

ＨＰへの求人情報の掲載や各種就職説明会に参加する等して，新規漁業就

業者の確保に努める。

２．中核的担い手の育成・強化 

 漁協や県は，青年・女性漁業者交流大会や漁業士養成講座，資源管理に関

する勉強会，船舶職員技能講習支援事業などの学びの場を提供し，中核的

担い手を目指す漁業者はこれらの機会を活用して，資質の向上に努める。

 広域再生委員会は，中核的担い手が必要とする漁船・漁具等の確保に当た

り，水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業の活用を支援することにより，

漁船の更新を促す。

活用する支援

措置等 

がんばる漁業復興支援事業（国） 

水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 

経営体育成総合支援事業（国） 

広域浜プラン実証調査事業（国） 

４年目（令和６年度） 

取組内容 １．協調した資源管理の実施 

 福島県漁業関係者等と協議を行い，課題があれば適宜改善しながら，沖合

海域と宮城県沿岸及び沖合海域においてグループ輪番操業を継続する。宮

城県近海底曳き網漁協所属船は，宮城県沿岸域における操業グループと情

報共有をしながら，過度な漁場の重複による漁獲圧の集中を回避するよう

に努める。

 マダラ小型魚が多く分布する漁場における操業回避に努め，小型魚の保護

を効果的に取り組む。

 ＴＡＣ管理魚種については，宮城県沖合底びき網漁業協同組合と宮城

県近海底曳網漁業協同組合間等で，適宜，漁獲情報を共有しながら，必

要に応じて 1日あたりの漁獲量を協議する等の対策を講じることで漁獲枠

の遵守を徹底する。

２．漁獲情報の迅速な共有による水産加工業の生産効率化 

 漁獲情報の提供体制や内容について，必要な改善を図りながら，引き続き
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情報提供を行う。また，宮城県近海底びき網漁業協同組合についても，宮

城県沖合底引き網漁業協同組合の実施例を参考に，取組みへの参加の可能

性を検討する。 

 宮城県沖合底引き網漁業協同組合と買受人による打ち合わせ会を継続し，

漁獲情報の共有以外にも漁業者と水産加工会社や流通業者が連携して，地

域の生産性を高めるための取組について，意見交換を行う。

３．漁獲物の高鮮度化と衛生管理の徹底 

 新たに建造を計画する漁船には，魚艙海水冷却装置の設置を標準とする。

また，ナノバブル低酸素海水・氷の使用船隻数を増やし，漁獲物の高鮮度

化を進める。

 キチジ，ヤリイカ等一部の高単価で取引される漁獲物は，下氷を施した発

泡スチロール箱に入れて水揚げし，高鮮度で出荷する。

 漁獲物の衛生管理を徹底するため，各魚市場で定める高度衛生型管理の運

用ルールを順守する。

４．未利用・低利用魚を含む底物の活用 

 大サイズ（２５ｃｍ以上）カナガシラのタル詰めによる小ロット水揚げ及

び食材としての魅力に関するＰＲ活動を継続し，小売店や飲食店での流通

拡大を図る。

 ナガヅカやアカドンコについては，流通量を徐々に増やす。

 市民団体等と連携した未利用・低利用魚を含む底物の普及活動を継続する。 

５．計画的な代船建造等による省エネ・省コスト化 

 新造船の操業経費を分析して，省エネ・省コスト化による経営改善効果を

明らかにすることで，今後の新造船建造の際の参考情報として活用し，省

エネ・省コスト船の導入を進める。

（２）中核的担い手の育成に関する取組

１．新規漁業就業者等の確保 

 全国漁業就業者確保育成センターや宮城県漁業就業者確保育成センターの

ＨＰへの求人情報の掲載や各種就職説明会に参加する等して，新規漁業就

業者の確保に努める。

２．中核的担い手の育成・強化 

 漁協や県は，青年・女性漁業者交流大会や漁業士養成講座，資源管理に関
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する勉強会，船舶職員技能講習支援事業などの学びの場を提供し，中核的

担い手を目指す漁業者はこれらの機会を活用して，資質の向上に努める。 

 広域再生委員会は，中核的担い手が必要とする漁船・漁具等の確保に当た

り，水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業の活用を支援することにより，

漁船の更新を促す。

活用する支援

措置等 

がんばる漁業復興支援事業（国） 

水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 

経営体育成総合支援事業（国） 

５年目（令和７年度） 

取組内容 １．協調した資源管理の実施 

 福島県漁業関係者等と協議を行い，課題があれば適宜改善しながら，沖合

海域と宮城県沿岸及び沖合海域においてグループ輪番操業を継続する。宮

城県近海底曳き網漁協所属船は，宮城県沿岸域における操業グループと情

報共有をしながら，過度な漁場の重複による漁獲圧の集中を回避するよう

に努める。

 マダラ小型魚が多く分布する漁場における操業回避に努め，小型魚の保護

を効果的に取り組む。

 ＴＡＣ管理魚種については，宮城県沖合底びき網漁業協同組合と宮城

県近海底曳網漁業協同組合間等で，適宜，漁獲情報を共有しながら，必

要に応じて 1日あたりの漁獲量を協議する等の対策を講じることで漁獲枠

の遵守を徹底する。

２．漁獲情報の迅速な共有による水産加工業の生産効率化 

 漁獲情報の提供体制や内容について，必要な改善を図りながら，引き続き

情報提供を行う。また，宮城県近海底びき網漁業協同組合についても，宮

城県沖合底引き網漁業協同組合の実施例を参考に，取組みへの参加の可能

性を検討する。

 宮城県沖合底引き網漁業協同組合と買受人による打ち合わせ会を継続し，

漁獲情報の共有以外にも漁業者と水産加工会社や流通業者が連携して，地

域の生産性を高めるための取組について，意見交換を行う。

３．漁獲物の高鮮度化と衛生管理の徹底 

 新たに建造を計画する漁船には，魚艙海水冷却装置の設置を標準とする。

また，ナノバブル低酸素海水・氷の使用船隻数を増やし，漁獲物の高鮮度
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化を進める。 

 キチジ，ヤリイカ等一部の高単価で取引される漁獲物は，下氷を施した発

泡スチロール箱に入れて水揚げし，高鮮度で出荷する。

 漁獲物の衛生管理を徹底するため，各魚市場で定める高度衛生型管理の運

用ルールを順守する。

４．未利用・低利用魚を含む底物の活用 

 大サイズ（２５ｃｍ以上）カナガシラのタル詰めによる小ロット水揚げ及

び食材としての魅力に関するＰＲ活動を継続し，小売店や飲食店での流通

拡大を図る。

 ナガヅカやアカドンコについては，流通量を徐々に増やす。

 市民団体等と連携した未利用・低利用魚を含む底物の普及活動を継続する。 

５．計画的な代船建造等による省エネ・省コスト化 

 新造船の操業経費を分析して，省エネ・省コスト化による経営改善効果を

明らかにすることで，今後の新造船建造の際の参考情報として活用し，省

エネ・省コスト船の導入を進める。

（２）中核的担い手の育成に関する取組

１．新規漁業就業者等の確保 

 全国漁業就業者確保育成センターや宮城県漁業就業者確保育成センターの

ＨＰへの求人情報の掲載や各種就職説明会に参加する等して，新規漁業就

業者の確保に努める。

２．中核的担い手の育成・強化 

 漁協や県は，青年・女性漁業者交流大会や漁業士養成講座，資源管理に関

する勉強会，船舶職員技能講習支援事業などの学びの場を提供し，中核的

担い手を目指す漁業者はこれらの機会を活用して，資質の向上に努める。

 広域再生委員会は，中核的担い手が必要とする漁船・漁具等の確保に当た

り，水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業の活用を支援することにより，

漁船の更新を促す。

活用する支援

措置等 

がんばる漁業復興支援事業（国） 

水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 

経営体育成総合支援事業（国） 
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（５）関係機関との連携

宮城県漁業就業者支援協議会の事務局を務める宮城県漁業協同組合及び宮城県漁業就業者確

保育成センター業務を担う宮城県水産振興協会と連携をしながら，新規漁業就業者の確保に関す

る施策の活用を進める。 

漁獲資源の状況を適切に把握して資源管理に取り組むため，水産庁仙台漁業調整事務所や水産

研究・教育機構水産資源研究所及び県から助言等を受けながら，進めて行く。 

漁獲物の高付加価値化や販売単価の向上・安定のために，石巻魚市場・塩竈市魚市場・女川魚

市場・各買受人組合，各水産加工組合等の関係機関と密に情報交換を行う。 

福島県沖合漁場の再開発については，地元の福島県漁連や福島県の仲買人の意向が重要である

ため，丁寧に協議を重ねて，宮城県・福島県の両県にとって有益な取組となるようにする。 

（６）他産業との連携

未利用・低利用魚を含む底物の活用を進めるためには，まずは消費者に存在が認知され，興味

関心を持たせた後に，その地域に行けば実際に食べることのできる環境を整える必要がある。こ

のため，消費者との接点となる飲食店や小売店との連携を強化して，地域の観光資源として位置

づけるべく取り組んでいく必要がある。 

４ 成果目標 

（１）成果目標の考え方

新規漁業就業者数の増加 

 依然として漁業就業者の高齢化は進行しており，今後も新規漁業就業者の確保の取組は欠かせ

ない。このため本広域プランにおいても，国や県の施策と連携しながら新規漁業就業者の確保に

努めることとしており，その成果目標として，客観的な評価が可能である底曳き網漁業における

1 年あたりの新規漁業就業者数の増加を設定する。 

（２）成果目標

カナガシラ（大サイズ）の単

価向上 

基準年 令和元年度： ２０ （円／ｋｇ） 

目標年 令和７年度： １００（円／ｋｇ） 

新規漁業就業者の確保 基準年 平成 28 年～令和元年度平均： ２．５ （人） 

目標年 令和７年度：  ４ （人） 
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（３）上記の算出方法及びその妥当性

○カナガシラ（大サイズ）の単価向上

基準年（令和元年漁期）におけるカナガシラ（全サイズ）の販売単価実績２０円／ｋｇを，小

売店や飲食店向けに大サイズのみを選別して付加価値を付けることで単価向上を図り，１００円

／ｋｇを目指す。 

○新規漁業就業者数の確保

基準年（H28~R1 年度の 3 ヶ年平均）2.5 人から，目標年（令和 7 年）には新規漁業就業者確

保取組を行うことによって 1.5 人増の 4 人を目指す。 

５ 関連施策 

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生広域プランとの関係性 

がんばる漁業復興支

援事業（国） 

操業体制の効率化や省エネ型漁船導入による燃油消費量削減等の経営改

善効果の実証試験を実施する。 

水産業競争力強化緊

急施設整備事業（国） 

漁獲物の高鮮度化や流通の高度化に資する共同利用施設の更新に活用す

る。 

競争力強化型機器等

導入緊急対策事業

（国） 

生産性の向上を図るための漁労機器等の導入を図る。 

水産業競争力強化漁

船導入緊急支援事業

（国） 

中核的担い手の取り組む漁業経営改善に必要な漁船建造に活用する。 

経営体育成総合支援

事業（国） 

新規漁業就業者の確保に必要な取組を実施する。 

広域浜プラン緊急対

策事業（広域浜プラ

ン実証調査）（国）

策定した広域浜プランにおける未利用魚を含む底物の利用促進に係

る取組の実証調査 




